　　7.　集会決議のモデル文案

	　われわれの働く現業職場における労働災害は、その仕事の性質上、死亡災害を含む重大なものになりやすい特性を持っている。そのため重症病災害の発生は、他の職種と比較して、依然として高いままである。
　こうした状況にありながら、労働安全衛生法がないがしろにされ、いまだに安全・衛生管理者、産業医が未選任であったり、安全・衛生委員会が未設置・未開催の自治体が多数存在している。また、災害復旧に従事する現業職員・民間労働者への有害物や危険有害作業に対する適切な対応についても、不備なままの現場も多い。
　さらに、この間現業職場は激しい合理化の圧力にさらされており、公共サービスの質ではなく、人員削減が強硬に行われた結果、重大災害が起きる危険性はこれまで以上に高まっている。そしてその対策の必要性は、一刻の猶予もないものとなっている。

　現業職場全体のものとして、安全管理体制構築が、今こそ強く求められている。
　また、職場の人間関係や環境の変化、業務量の増加などを原因とするメンタルヘルス問題が深刻化している。相談体制の整備などの対策を強化する必要がある。
　質の高い公共サービスを支えていくためには、何よりも安全で快適に働くことのできる職場環境が必要である。そのため、労働安全衛生の確立と労働災害一掃にむけ、職場一丸となって取り組みを強化する。
　以上決議する。
　　　　　　2015年12月１日
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